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   “Self-preparedness program against water hazard” is a challenge of Aichi prefecture to 
establish where various menus will be devised to spiral-up the levels of citizens’ resilience. Aichi 
prefecture has tackled with the programs how to transfer the information of water hazard to 
citizens with advisory committee composed of various academic peoples and resultantly it has 
awaked the importance to strengthen the self-preparedness of citizens with well digested 
information of hazard and risk due to heavy rainfall and flood. We have recognized that citizens 
are categorized several groups by their awareness， knowledge and activities， and that it is 
necessary to provide appropriate menus for them to step-up the levels. This paper explains the 
already-done projects of self-made hazard map and drill against heavy rainfall and the present 
challenging menus for several projects to step up each level of categorized citizens. 
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１． まえがき 

 

 愛知県では，平成１２年９月の東海豪雨や平成２０年

８月末豪雨において甚大な被害が発生した．また，近年

は，ゲリラ豪雨と呼ばれる予測困難な集中豪雨が全国で

頻発し，河川の氾濫（外水氾濫）や内水氾濫の危険性が

増加している． 

そうした中，これまでの水害に対するソフト対策とし

て水位情報（洪水予報河川，水位周知河川）や浸水想定

区域図（洪水ハザードマップの支援）の提供など，普段

からの備えと緊急時における的確な情報提供に取り組ん

できた（愛知県河川情報周知戦略，平成１７年度～平成

２０年度）ものの，避難勧告が発令されても避難しない

住民が多数に上ることにより情報提供の効果が低いこと

が明らかとなり，効果の改善に迫られた．これまでの活

動だけでは住民が情報を理解し，適切な行動を取ること

につながらない現状を踏まえ，真に伝わる身近な河川の

水位観測や監視カメラなどの情報収集と配信環境の構築，

その受け手である自助行動できる住民層の形成を目的と

して新しい取り組みを始めた．すなわち，水災害に無関

心な住民層に“気づき”を与え，水害のリスクを“理

解”し，避難勧告などの防災情報に接した際に適切な

“判断”と“行動”につながるよう，『みずから守るプ

ログラム』を進めてきたところである（平成２１年度～

平成２２年度）．現在その実効性の確保を目指して新た

な３カ年の取り組み（平成２３年度～平成２５年度）を

広く展開しているところである． 

- 523 -



 2

２．「みずから守るプログラム」の概要 

 

(1) 基本的視点 

 水災害に立ち向かうには，住民の自助・共助の行動が

不可欠であるが，都市化に伴って地域のつながりが弱ま

り，地域や家族で「暗黙知」として共有されてきた過去

の水害被害経験などの水害の知識が継承されなくなり，

水害の知識と判断力の低下を招いている．また，河川整

備の進捗に伴い，水害の頻度が低下したことで，行政依

存度の強い，水害に対する「無関心な住民層」が大きく

拡大する状況である． 

 「みずから守るプログラム」では，こうした問題認識

を土台とし，町内会や自主防災会といった地域コミュニ

ティが主体となる取り組みを中心に展開すること，およ

び「手づくりハザードマップ作成支援事業」及び「大雨

行動訓練支援事業」の支援制度を平成２３年度に創設し，

情報の出し手である行政と情報の受け手である住民だけ

でなく，地域防災力の向上を主な活動分野としている防

災ＮＰＯと連携し，三者協働で実施地域の拡大に努めて

いる．（図-1） 

 
図-1 みずから守るプログラムの役割 

 

 

(2) 検討体制 

 県では，「みずから守るプログラム推進アドバイザ

リー会議」（表-1）を立ち上げ，避難行動や減災行動に

寄与する情報の他に住民意識の底上げに寄与する情報の

在り方を目的に，学識経験者，防災ＮＰＯ，教育・防災

部局など様々な分野の意見を取り入れ検討している. 

 また，新しい取り組みに対応してアドバイザリー会議

のメンバーは適宜交代し，現在では教育関係者を強化し

ている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 みずから守るプログラム推進 

アドバイザリー会議名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 現在までの取り組み 

県では「みずから守るプログラム」の一環として，地

域住民に水害に備える機会を提供するための「手づくり

ハザードマップ作成支援事業」及び「大雨行動訓練実施

支援事業」を展開している． 

「手づくりハザードマップ」は，市町村が公表してい

る洪水ハザードマップを理解した上で，｢まち歩き｣を通

じ，まだ行動できる段階（道路冠水が始まる段階）の地

域地図を作成することにより，地域の水害による危険性

について適切に理解することを目的としている． 

 また，「大雨行動訓練」は，作成した「手づくりハ

ザードマップ」を活用して，防災情報の内容やその出ど

ころを学ぶことで，正しい行動のための判断力の向上を

図ることを目的としている． 

 平成２３年度は「手づくりハザードマップ」（図-1，

写真-1）の作製を９団体，「大雨行動訓練」（写真-2）

を４団体で実施した． 

 
図-2 手づくりハザードマップ（西尾市吉良町） 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 「手づくりハザードマップ」作業のようす 
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写真-2 大雨行動訓練のようす 

 

３．これからの取り組み 

 

愛知県では，前述のとおり「手づくりハザードマップ

の作成」及びそのマップを活用した「大雨行動訓練」を

中心に，地域の「暗黙知」を「形式知」さらには「実践

知」に結びつける取り組みを行ってきたが,これらの取

り組みだけで県民が適切に避難行動を行い、生命・財産

などの大切なものを守ることは十分であるとは言い難い． 

そのため，新たな行動計画である「みずから守るプロ

グラム」の取り組みの強化し，水災害に対して自助行動

できる住民層の増加に努めている． 

 

(1)水害避難等実態調査の実施 

「みずから守るプログラム」においては，プログラム

の展開が最も困難と考えられる「無関心層」に着目し，

平成22年度において愛知県居住の住民2，000世帯へのア

ンケート調査を実施し，「無関心層」とされる人々の中

から，特徴的なタイプを抽出した． 

具体的には大雨情報への関心や洪水ハザードマップの

取り扱い状況，水害履歴の認知等の設問と，回答者の属

性等とのクロス分析を行い，水害への関心の有無と関わ

りの強い属性を分析し，「高齢者層」，「子育て世代

層」，「未婚の若年層」，「水害危険地域居住者（浸水

想定区域内居住者）」，「無関心層の中で比較的関心の

ある層」を特徴的なタイプとして抽出した（表-2）．こ

のように類型化された無関心層を相手に，｢無関心層｣か

ら｢気づき層｣，｢みずから行動できる層｣へスパイラル

アップ（図-1）することを目標としている． 

平成23年度には，平成22年度と同様のアンケート調査

に加えて，避難勧告等の発表とそれに対する住民の行動

についても分析した． 

その結果，今年度の豪雨災害(2011年9月台風15号に伴

う豪雨で，名古屋市では109万人に避難勧告が発令)にお

いて，避難準備情報，避難勧告，避難指示のいずれかが

発令されても避難しない人は，８割以上に達している．

避難指示が出されても避難しない理由は，「自宅が高所

なので避難不要」が最も多く，このほか「大丈夫という

自己判断」や「避難情報を出されていることを知らな

かった」，「浸水状況を見て自己判断」などが理由とし

て挙げられている． 

 現在，こうしたアンケート結果をさらに分析して，分

類したタイプ毎に効果的と考えられるアプローチを表-2

に示すように想定しており，当面はそのアプローチによ

る展開によって防災意識の向上に努めていく計画である． 

 

表-2 無関心層の特徴的なタイプ 

 

 

(2)水害リスク行動ガイドブックの検討 

｢水害リスク行動ガイドブック｣は，地域知（標高，地

域で特徴的な水害被害の形態や言い伝え等），専門知

（地域別の「気づきマップ」，地域全体で共通する避難

の心得等）を伝える内容とし，水害の危険に直面した際

に，住民が適切な行動を自主的に選択できるよう，「気

づき」，「理解」，「判断」，「行動」の例を具体的に

タイプ

特徴 

（アンケート結果に

基づく） 

効果的な 

アプローチ 

割合の推移

上段：H22

下段：H23

高齢者

層 

・地域との関わりがあ

る，水害履歴認知度が

高く，水害経験者が多

い 

・避難行動をとらない 

等 

地域を通じた

アプローチ 

3．5% 

3．6% 

子育て

世代層

・居住年数が浅い，地

域との関わりが低い 

・洪水ハザードマップ

等の認知度が低い一

方，子どもの教育に関

心    等 

子ども，学校

を通じたアプ

ローチ 

28．9% 

27．5% 

未婚の

若年層

・居住年数が浅い，行

政の広報等を見ない 

・洪水ハザードマップ

等の認知度が低い 

・体験型広報に関心 

等 

アミューズメ

ント性を伴う

機会の提供 

28．5% 

32．6% 

水害危

険地域

居住者

・居住年数が浅い，地

域との関わりが低い 

・水害履歴や水害発生

危険性の認知度が低

い，大雨情報の関心が

ない 等 

地域の水害危

険性の発信 

22．4% 

24．9% 

比較的

関心の

ある層

・地域の防災に取り

組んでいるが水害の

理解は低い 

・地域で作成するハ

ザードマップに高い関

心  等 

地域を通じた

アプローチ 

31．6% 

28．4% 
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示すものとし，みずから守るプログラムを推進していく

上で幅広く活用できるガイドブックとして位置づける． 

対象とする水害リスクは，「内水」，「外水」，「高

潮」，「津波」，「土砂災害」とし，どのエリアがどの

ような水害リスクを抱えているかを把握したうえで，

「みずから守る推進アドバイザリー会議」での議論の結

果を踏まえ，「水害リスク行動ガイドブック」の構成と

しては，表-3に示す項目としている． 

 

表-3 ガイドブックの構成 

掲載項目 内容 頁 

表紙 

・危機意識をかきたてるキャッチフ

レーズ 

・中身を見てもらうためのインパクト

のある仕掛け 

１ 

はじめに 

目次 

・みずから守るプログラムが目指すこ

と 

・みずから守る行動ガイドブックの役

割 

２ 

水防災につ

いての基本

知識 

・水とのたたかいの歴史 

・「想定」とは何かについて記述 
３ 

愛知県の水

害特性 

・外水，内水，土砂災害，高潮，津波

といった水害の種類とメカニズムを説

明 

１ 

愛知県の水

害リスク

マップ 

・県内の各地域でどのように水害リス

クが想定されているかを地図で示す 
２ 

日頃からの

準備 

・共通部分と，各水害リスクに対応し

た部分で構成 
２ 

いざという

時の行動 

・シチュエーション①；避難すべきか

を判断するとき 

・シチュエーション②；避難するとき 

・シチュエーション③；自宅に待機す

るとき 

・シチュエーション④；自宅外で水害

に遭遇したとき 

５ 

水害に関す

る情報 

・雨の降り方，注意報・警報，避難勧

告，水位情報，災害用伝言ダイヤルな

ど 

３ 

裏表紙 
・今日から行動を始めるためのチェッ

クシート 
１ 

 

 

(3)学習教材の検討 

 子どもに水災害教育を進めることにより，教育成果の

子どもから親への普及，更には地域住民への波及を期待

することができると共に，水防災を担う人材そのものが

育成されていくことも期待できるような，「水災害の学

習教材」について検討を進めている．検討にあたり，岡

崎市立城南小学校の協力を得て，以下の内容（表-4）を

試行的に実施した（写真-3，4）． 

 特に４年生の危険マップづくりは，児童から保護者に

水害の危険性や常襲地帯などの情報が伝授されることか

ら，「子育て世代層」をターゲットとした有力な学習教

材と位置づけている． 

 

表-4 岡崎市立城南小学校での取り組み 

学年 学習テーマ 学習教材試行版の内容 

４年 
占
う ら

部川
べ か わ

の危険マッ

プをつくろう 

川及び地域における一般

的な水害の危険性を学ん

だ後，まち歩きを通して

占部川の危険マップを完

成させる内容のワーク

シート（図-3） 

５年 

水害を防ぐための

占部川の工夫と，

水害に備えてわた

したちにできるこ

とを考えよう 

占部川の河川改修工事の

意味を理解するととも

に，水害から身を守るた

めに自分たちにできるこ

とを考えてもらう内容の

ワークシート(図-4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 危険マップづくりのワークシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 河川改修工事のワークシート 
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写真-3 ４年生の危険マップづくりのようす 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 ５年生の試行授業のようす 

 

今後は，城南小学校における試行・検証を経て，全県

版に対応できる普及版の検討を国が進める防災学習の強

化と連携し取り組む予定である． 

 

(4)教材プラットフォームの検討 

「関心層」が効率的に自身のスキルアップや無関心層

への啓蒙に展開でき，また情報交流の拠点や調べ学習で

も活用できるようなWEBによる｢水防災情報プラット

フォーム｣の検討を始めている．なお，作成に関する本

県の基本方針は，下の囲い欄に記した「方針１」・「方

針２」のとおりである． 

プラットフォームには，県内で催されるイベント・講

習会等での質問とその回答，水災害に関する種々の学習

教材，地域の知恵等，水防災に関する情報を全て集約す

る計画である． 

 

 

方針１： 

情報交流の拠点となるプラットフォームの検討 “先

進的な取組情報が手に入る” 

 

NPO団体や自治体等が作成した水防災に関する学習教

材を掲載したり，学習教材を利用した感想や新たな活用

方法等，利用者の声を書き込むことができたり，先進的

な取組情報が手に入る，情報交流の拠点となるプラット

フォームの検討を行う． 

 

 

 

 

 

 

方針２： 

調べ学習にも活用できるプラットフォームの検討 

“子ども～大人まで誰でも使いやすい” 

 

関心層だけでなく，無関心層のうち子育て世代層を

ターゲットとしていることから，子どもの調べ学習等で，

多様な学習教材や情報の中から目的や用途に応じて欲し

い情報が手に入れられる，子どもから大人まで誰にとっ

ても使いやすいプラットフォームの検討を行う． 

 

 

(5)やりがい創出検討 

 防災関心層の核となっている自主防災会や防災ＮＰＯ

が，今後も継続的に「やりがい」のある活動として取り

組むことができる仕組みについて，本県では検討を進め

ている． 

 平成22年度は，「手づくりハザードマップ」や「大雨

行動訓練」に参加・協力をいただいた自主防災会や防災

ＮＰＯにアンケート及びグループインタビューを実施し

た．この結果を踏まえると，関心層の活動持続性確保を

核にした今後の方向性の一つとして，｢地域協働事業の

成果を共有する場の提供｣と｢水防災活動の先進事例普及

の提供｣が，地域の水防災活動を活発化させる上で効果

的であるとの県及び自主防災会・防災ＮＰＯの共通の認

識が得られている．県では関心層の活動が多くの人に知

られ認識されること，彼らの活動への理解者が増えるこ

とが，彼らの活動の持続性の原点になるとの認識である．

この認識に基づき，地域協働事業の成果を共有する場の

提供として｢（仮称）地域協働事業成果発表・情報交流

会｣，水防災活動の先進事例の提供については，｢（仮

称）水防災活動事例フォーラム｣を想定し，平成24年度

度以降の確立を目指す． 

 

(6)水防災イベントの実施 

 様々な関心レベルの住民参加が期待できる水害イベン

トを実施する．ここでは，体験型やアミューズメント性

の高い教材について検討している．平成22年度は，特定

非営利活動法人レスキューストックヤード主催の「防災

フェスタ2011in 名古屋テレビ塔」及び愛知県防災局主

催の「あいち防災フェスタ」に出展し，水防災クイズ

（写真-5）や東海豪雨の水害体験談お話コーナー（写

真-6），水中歩行模擬体験（写真-7）などの取り組みを

実施し，県民から高評価を得ることができた． 
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写真-5 水防災クイズの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6 水害体験談お話コーナー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 水中歩行模擬体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ あとがき 

 

 平成17年度から河川情報周知の取り組みを始め，住民

側のみずから行動できる状況の支援プログラムの模索を

してきた．その経験を踏まえ，平成23年度から新たに

｢みずから守るプログラム｣３カ年計画としてスタートさ

せた． 

 その初年度において，無関心層を，アンケートにより

５タイプに分類し，それぞれが“気づき”から“行動”

までスパイラルアップできる効果的なプログラムを展開

することにより，事業効果を高める筋道が確立された． 

残り２カ年で，各プログラムを実践・検討し，ブラッ

シュアップを図り，ソフト対策の最終目的である，人的，

物的被害の最小化を目指したプログラムの完成を目指す． 

さらに，地域コミュニティーの再構築や，３世代間の

絆等，現在社会が抱えている課題の解決の一助になると

期待される． 
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